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平成２８年８月９日 

各      位 

会 社 名 リーダー電子株式会社 

代表者名 代表取締役社長 北川 昇 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード６８６７） 

問合せ先  

役職・氏名 経営情報室長 新部 喜之 

電  話 ０４５－５４１－２１２１ 

 

中期経営計画策定に関するお知らせ 

 

 当社はこの度、平成29年３月期から平成 31年３月期までの新中期経営計画を策定いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 

 

１．中期経営計画策定の背景 

当社の主たる事業である「映像関連計測器」市場は、平成29年３月期（第63期）後半から平成30年

３月期（第64期）にかけて地デジ設備の更新需要にピークが見込まれております。 

また、平成31年３月期（第65期）にかけては2020年の東京オリンピック・パラリンピックを機に、

ワールドワイドに超高精細画像の４Ｋ／８Ｋ放送関連の設備需要へのいっそうの高まりが予想され、

市場環境の改善が見込まれております。 

このような状況下において、需要増の確実な取り込みによる売上拡大を目指すとともに、第63期か

ら第65期の３年間は攻めの戦略を推進する期間と位置づけ、新製品開発の強化を中心に、中長期にわ

たり持続的な成長を実現可能とする企業体制の確立を目的として新中期経営計画を策定いたしまし

た。 

 

２．基本方針 

第64期から第65期にかけて市場環境の改善を見据えて売り上げの拡大を見込んでおりますが、一方

で、新製品開発を加速するため、技術研究費への投資を戦略的に強化いたします。この結果、営業利

益面では、第64期は売り上げ増の効果を取り込めませんが、第65期以降の中長期につきましては持続

的な成長が実現可能と見込んでおります。 

その実現のための基本方針として以下の５項目を定めます。 
 

（１）市場環境改善需要の取り込みによる売上拡大 

・地デジ設備の更新並びに４Ｋ／８Ｋ放送関連の新規設備による需要増を確実に取り込むよう、

国内、海外における営業力を強化して受注・売上の拡大をはかります。 
 

（２）平成31年３月期（第65期）に商品ラインナップを一新 

・中長期での成長戦略として今期（第63期）から３年間を開発集中強化期間と位置づけ、新製品

開発を加速します。 
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（３）海外市場のシェアアップ 

・海外放送関連市場のシェアアップによる売上拡大をはかります。 
 

（４）製品分野の多角化による業績安定化への取り組み 

・当社のコア技術である放送・映像関連技術を中心として、中長期的に発展が見込める新規分野

へ積極的に参入し、成長事業領域の拡充をはかります。 
 

（５）生産効率化の追求 

・アウトソーシングにおける生産効率化を進め、より一層のコストダウンを追求いたします。 

 

３．推進施策 

基本方針をもとに、次に示す施策を推進してまいります。 

 

（１）・市場環境改善需要の取り込みによる売上拡大につきましては、地デジ設備の更新需要には営

業活動を全国的に展開して、顧客要求にタイムリーに対応してまいります。４Ｋ／８Ｋ放送

関連の設備は、国内、海外ともに需要が高まっており、12Ｇ－ＳＤＩやＩＰ伝送など新規機

能のニーズにも迅速に対応して、受注・売上拡大をはかってまいります。 

 

（２）・第65期の商品ラインナップ一新に向け、特別開発プロジェクトとして『65プロジェクト』を

発足いたしました。 

今期（第63期）から３年間、人的リソースと技術研究費を集中的に投資し、強力にプロジ

ェクトを推進して新製品開発を加速します。特に技術研究費については、３年間合計で約３

億円を増額して開発力を大幅に強化します。 

   ・最先端技術に挑戦を続けます。 

2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向けて実用化が進められております４Ｋ／

８Ｋ放送の市場動向にマッチした先端製品を開発・提供し、新規需要に対応してまいります。 

 

（３）・海外市場のシェアアップに関しましては、顧客ニーズに対応した仕様で価格競争力を備えた

製品を開発して、現状の２倍のシェア獲得を目指します。 

   ・ＬＥＡＤＥＲブランド及び製品の認知度向上をはかるとともに、現地法人の設立も含め、現

地のシステムインテグレーター、代理店など新規商流の開拓を進めます。 

 

（４） 製品分野の多角化による業績安定化への取り組みに関しましては、これまで放送・映像関連

分野で培ってまいりました４Ｋ／８Ｋの超高精細画像をはじめとする最先端技術を生かし、中

長期的に発展が見込める新規分野へ積極的に参入してまいります。 

さらに、これまで新規分野として進めてまいりました画像評価関連分野につきましても、今

後の成長分野として注力してまいります。 

 

（５） 生産効率化によるコストダウンの追求につきましては、新製品開発段階から生産効率を追求

した設計に取り組むとともに、アウトソーシングの生産ラインと密着して技術力の強化を進め、

生産性の向上をはかってまいります。 
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４．業績計画（連結） 

単位：百万円 

 平成 28 年３月期

第 62 期 

（実績） 

平成 29 年３月期

第 63 期 

（予想） 

平成 30 年３月期 

第 64 期 

（目標） 

平成 31 年３月期

第 65 期 

（目標） 

売上高 2,562 2,520 2,800 3,000

売上原価 1,208 1,140 1,232 1,320

売上総利益 1,353 1,380 1,568 1,680

販管費 1,389 1,370 1,546 1,490

営業利益 △ 36 10 22 190

※本資料に含まれる将来の計画に関する記載は、本資料の発表日現在において、入手可能な情報及

び過程に基づき作成しており、実際の業績等は様々な要因により計画と異なる可能性があります。 

 

以 上 


